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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）有機系接着剤成分、及び（Ｂ）無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物
を含む加熱解体性接着剤組成物。
【請求項２】
　前記無機オニウムイオンが窒素の水素化物である、請求項１に記載の加熱解体性接着剤
組成物。
【請求項３】
　前記窒素の水素化物がアンモニウムイオンである、請求項２に記載の加熱解体性接着剤
組成物。
【請求項４】
　前記ハロゲンイオンがヨウ化物イオンである、請求項１～３のいずれか１項に記載の加
熱解体性接着剤組成物。
【請求項５】
　前記（Ａ）有機系接着剤成分がエポキシ樹脂系接着剤である、請求項１～４のいずれか
１項に記載の加熱解体性接着剤組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、接着剤によって組み立てられた構造体又は物品をその接着接合部において容
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易に解体させることを可能にする解体性接着剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　接着剤は、構造用接着剤をはじめとして、より接着力が強く、より耐久性が長く、さら
には、耐熱性、温度環境の変動にも強いものが求められ、開発が進められてきた。しかし
ながら、限り有る資源を有効に使用しようとするリサイクルの面では、アセンブリーされ
た部品を再利用するために、解体可能な接着剤の開発が必須である。解体性接着剤とは、
使用期間後に何らかの処置により接合部をはがしうるものである。このような接着剤とし
て、熱可塑性接着剤は、加熱により接合部の解体が可能であるが、いったん冷却すると再
び接着力が復元する。解体する場合は、接着剤だけを加熱することは困難であるため、高
い雰囲気温度下で解体する必要があるが、高温となった接合物の解体は、危険性の高いも
のであった。
【０００３】
　この問題を解決するため、熱可塑性よりもより高強度の接着力が要求される熱硬化性接
着剤にも適用可能な解体性接着剤として、接着剤成分にバーミキュライトや熱膨張性黒鉛
等の熱膨張性無機物を添加した解体性接着剤の開発が進められている。しかしながら、こ
れらの解体性接着剤は、加熱後に接着強度が低下するものの完全に強度がゼロにはならな
いという問題があった（特許文献１参照）。また、解体温度は４００℃以上という高温を
想定しているため、多大な熱エネルギーが必要であることに加え、被着体が樹脂材料の場
合、加熱時に被着体自身が熱劣化するため再利用が困難であるという問題があった（特許
文献２参照）。
【０００４】
　接着剤成分に熱膨張性樹脂バルーンや化学発泡剤を添加した解体性接着剤の開発も進め
られている。しかしながら、これらの解体性接着剤は、高強度の接着剤は解体できず、１
０ＭＰａ以下の接着強度を有する接着剤の解体に留まっていた（特許文献３、特許文献４
参照）。
【０００５】
　高接着強度を有する接着剤を解体するため、接着剤成分に有機ポリマーを添加した解体
性接着剤の開発が進められているが、２００℃以上という高温条件下でのみ接着強度がゼ
ロとなるため、熱可塑性接着剤同様に、高温となった接合物の解体は、危険性が高いとい
う問題があった（特許文献５参照）。
【０００６】
　また、熱硬化性接着剤に適用可能な酸化剤混入接着剤の開発も進められているものの、
一部では酸化剤と硬化剤の反応により発泡し、初期強度が低下してしまうという問題があ
った（特許文献６参照）。この問題を回避するために、接着剤との混合前に、酸化性陰イ
オンを含有するオニウム塩とアミン系化合物とを反応させる方法が検討されているが、接
着剤製造工程を増やす必要があった（特許文献７参照）。
【０００７】
　さらに、有機カチオンのハロゲン化物を添加した解体性接着剤の開発も進められている
が、一部では潮解性が高いために接着剤製造時、及び接着剤塗布、貼り付け時に大がかり
な調湿設備や窒素雰囲気下での作業が必要であった（特許文献８参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０００－２０４３３２号公報
【特許文献２】特願２００４－１８９８５６号公報
【特許文献３】特開２００２－１８７９７３号公報
【特許文献４】特開２００３－１７１６４８号公報
【特許文献５】特開２００４－２３１８０８号公報
【特許文献６】国際公開第２００７／０８３５６６号
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【特許文献７】国際公開第２００９／０１１４２１号
【特許文献８】特開２０１１－４２７０５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明が解決しようとする課題は、簡便な製造方法により、高強度の接着剤を用いて接
合された構造体又は物品を、必要な場合に外的刺激によって、比較的低温で接着接合部を
解体可能な接着剤組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者は、上記課題を解決すべく鋭意研究し実験を重ねた結果、ハロゲン化無機オニ
ウム化合物を有機系接着剤成分に含有してなる加熱解体性接着剤組成物が、上記課題を解
決できることを見出し、本発明を完成するに到った。
　すなわち、本発明は以下のとおりのものである。
　［１］（Ａ）有機系接着剤成分、及び（Ｂ）無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの
化合物を含む加熱解体性接着剤組成物。
【００１１】
　［２］前記無機オニウムイオンが窒素の水素化物である、前記［１］に記載の加熱解体
性接着剤組成物。
【００１２】
　［３］前記窒素の水素化物がアンモニウムイオンである、前記［２］に記載の加熱解体
性接着剤組成物。
【００１３】
　［４］前記ハロゲンイオンがヨウ化物イオンである、前記［１］～［３］のいずれかに
記載の加熱解体性接着剤組成物。
【００１４】
　［５］前記（Ａ）有機系接着剤成分がエポキシ樹脂系接着剤である、前記［１］～［４
］のいずれかに記載の加熱解体性接着剤組成物。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物は、有機系接着剤と
の反応性もなく、潮解性もないため、高強度の接着剤を用いて接合された構造体又は物品
を、必要な場合に外的刺激によって、比較的低温で接着接合部を解体可能な接着剤を簡便
に提供することが可能となる。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の好ましい実施態様を詳細に説明する。
　本発明において利用できる有機系接着剤成分としては、何ら限定されるものではないが
、本発明の主旨が、解体しにくいものを解体することにあるから、構造用の接着剤を用い
ること好ましい。構造用接着剤とは、「長期間破壊することなく、その最大破壊荷重に比
較的近い応力を加えることのできる信頼性の保証された接着剤」（接着応用技術　日経技
術図書株式会社発行　１９９１年　Ｐ９３　接着剤の分類参照）であり、化学組成による
分類によれば、（同上図書　Ｐ９９）熱硬化性、アロイがよい。
【００１８】
　本発明の解体性接着剤に用いることができる接着剤成分を例示すれば、酢酸ビニル樹脂
、ポリアミド樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリエステル樹脂、ユリア樹脂、メラミン樹脂、
レゾルシノール樹脂、フェノール樹脂、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂、ポリベンズイミ
ダゾール、アクリル（ＳＧＡ）、アクリル酸ジエステル、シリコーンゴム系などを主成分
とする接着剤を挙げることができる。アロイとしては、エポキシフェノリック、エポキシ
ポリサルファイド、エポキシナイロン、二トリルフェノリック、クロロプレンフェノリッ
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クビニルフェノリック等、または上記物質を変性させた樹脂、上記物質を２種類以上混合
した樹脂が使用できる。特に、エポキシ樹脂系接着剤は、副生成物を遊離せずに硬化し、
高い剪断強さを有しており、好ましい。
【００１９】
　本発明の接着剤成分としてエポキシ樹脂を使用する場合、主剤としては、例えば、ビス
フェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、フェノールノボラック
型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、臭素化エポキシ樹脂などのグリ
シジルエーテル型エポキシ樹脂類、ヘキサヒドロフタル酸グリシジルエステル、ダイマー
酸グリシジルエステルなどのグリシジルエステル類、トリグリシジルイソシアヌレート、
テトラグリシジルジアミノジフェニルメタンなどのグリシジルアミン類、エポキシ化ポリ
ブタジエン、エポキシ化大豆油などの線状脂肪族エポキサイド類、３，４エポキシ－６メ
チルシクロヘキシルメチルカルボキシレートなどの脂環族エポキサイド類、あるいはこれ
らを２種類以上混合したものが使用できる。
【００２０】
　硬化剤としては、重付加型硬化剤として、例えば、ジエチレントリアミン、メタキシレ
ンジアミン、ジシアンジアミドなどのアミン系硬化剤、無水フタル酸、テトラヒドロメチ
ル無水フタル酸などの酸無水物系硬化剤、その他フェノールノボラック硬化剤やポリメル
カプタン硬化剤が使用できる。また、触媒型硬化剤として、例えば第三アミンやルイス酸
錯体が使用することができ、これらを２種類以上混合したものが使用できる。
　構造用接着剤の場合、実施例で示すような接着強度測定を常温で実施したときに１０Ｍ
Ｐａ以上の値を示すものが好ましい。
【００２１】
　本明細書中、無機オニウムイオンとは、無機水素化物のプロトン化によって生じたイオ
ンのことであり、例えば、アンモニウムイオン、ヒドロキシルアンモニウムイオン、ヒド
ラジニウムイオン、ホスホニウムイオン、オキソニウムイオン、スルホニウムイオン、ジ
アゼニウムイオン、ジアゾニウムイオン等が挙げられ、これらを２種類以上混合したもの
も使用できる。特に、人体への有害性が比較的低く、接着剤の解体性に優れることから無
機オニウムイオンは、窒素の水素化物が好ましく、更にアンモニウムイオンが好ましい。
【００２２】
　ハロゲンとは、周期表１７族に記されるフッ素、塩素、臭素、ヨウ素のことであり、こ
れらを２種類以上混合したものも使用できる。ハロゲンイオンとしては、特に、接着剤の
解体性に優れることからヨウ素が好ましい。
【００２３】
　無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物の含有量は、有機系接着剤成分１００
重量部に対して、１重量部以上１００重量部以下が好ましい。この範囲であれば、無機オ
ニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物の含有量が少なすぎることによる解体性の低下
がなく、逆に含有量が多すぎることによる接着剤の著しい粘度上昇はない。より好ましい
無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物の含有量は、接着剤成分１００重量部に
対して、２重量部以上５０重量部以下であり、さらに好ましくは３重量部以上２０重量部
以下である。
【００２４】
　無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物の粒径については、一般的に接着剤の
厚みが最大でも１ｍｍ程度であることから、１ｍｍ以下が好ましい。接着剤の塗工作業性
が向上し、接着剤成分中における分散性も向上することから、４００μｍ以下が好ましく
、１００μｍ以下がより好ましく、１０μｍ以下が特に好ましい。尚、本発明における粒
径とは、レーザー回折式粒度分布計を用いて測定したメジアン径をいう。
【００２５】
　本発明においては、接着剤の流動性調整のため、非反応性希釈剤や反応性希釈剤、炭酸
カルシウムやタルク、アルミナ等のフィラーを添加することができる。
　また、可とう性付与のため、モノエポキサイド、ジエポキサイド、ポリチオールなどの
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可塑剤や、液状ゴムを添加してもよい。
　解体性を向上させるために、熱膨張性黒鉛や熱膨張性樹脂バルーン、アゾジカルボンア
ミド等の化学発泡剤を添加することもできる。
【００２６】
　接着剤成分と無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物、その他流動性調整成分
、可とう性付与成分等の混合順は、接着剤の接着強度、解体性等を損なわなければ、どの
順序で混合してもよい。また、塗布直前に混合してもよいし、予め一部の成分を混合して
おいてもよい。
　本発明の接着剤は、液状で用いてもよいし、テープ状で用いるために、フィルム基材に
塗布して用いてもよい。
【００２７】
　本発明の接着剤は外的刺激によって接着性が低下又は消失するため、該接着剤を用いて
接着した接着構造体を容易に解体することが可能となる。
　本明細書中、「外的刺激」とは、熱、火等の物理的な刺激をいい、より具体的には、熱
風加熱、赤外線照射、高周波加熱、マイクロ波加熱、化学反応熱、摩擦熱等、ガスバーナ
ーなどの火による加熱が挙げられる。本発明の接着剤によって接着された接着構造体に上
記外的刺激が与えられると、接着剤の温度が上昇し、接着剤成分自身の凝集力や被着体と
の接着力が低下するという現象に加え、外的刺激を受けることで、その際、無機オニウム
イオンとハロゲンイオンとの化合物が、有機系接着剤の熱分解を促進し、接着力を大きく
低減、あるいは、消失させることができる。
【００２８】
　大型の接着された構造体を均一加熱するという点では、電気炉、ガス炉等の内部構造に
加熱部を有し、外部が断熱材で構成されたものの内部空間で構造体を加熱する方法がより
好ましい。また、解体時の温度としては、金属／ＦＲＰ接合体、ＦＲＰ／ＦＲＰ接合体な
どは、ＦＲＰのマトリックス樹脂の融点以下で短時間での解体を可能とすることは極めて
重要な課題である。例えば、複合材料に使用される樹脂ＰＰＳ（ポリフェニレンサルファ
イド、融点：２８０℃）、ＰＥＥＫ（ポリエーテルエーテルケトン、融点：３３５℃）な
どの接着構造体の解体においては、リユースを考慮した場合に、樹脂に対して融点以上の
温度での加熱を長時間行わないことは樹脂の変質を招かないために重要であり、加熱温度
は３５０℃以下が好ましく、より好ましくは、３００℃以下である。
【００２９】
　加熱解体時の昇温速度については、被接着体の熱劣化を抑制すること、また、高い解体
性を付与する場合があることから、高い昇温速度で接着剤を加熱することが好ましく、具
体的には５℃／ｍｉｎ以上、より好ましくは１０℃／ｍｉｎ以上の昇温速度で昇温するこ
とが好ましい。
　また、被接着体のリサイクル等を考慮すると、リサイクル等したい側の被接着体界面で
剥離させることが望ましい。このため、リサイクル等したい被接着体側から加熱すること
で、解体面を選択することができる。
　本発明の接着剤の使用箇所は、特に制限されるものではないが、リサイクル、リユース
、リワーク用途に使用することが可能であり、金属－ＦＲＰや、金属－ガラスのような異
材質の接着に好適に用いることができる。また、異種の金属－金属、ＦＲＰ－ＦＲＰの接
着に用いることも可能である。
【実施例】
【００３０】
　以下、実施例で本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定されるも
のではない。
　構造用接着剤として、広く用いられるエポキシ樹脂系接着剤を用いた。エポキシ樹脂系
接着剤は、主剤としてビスフェノールＦ型エポキシ（株式会社ＡＤＥＫＡ社製、商品名ア
デカレジンＥＰ－４９０１）、硬化剤として、変性脂肪族ポリアミン（株式会社ＡＤＥＫ
Ａ社製、商品名アデカハードナーＥＨ－４６３）を使用した。
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　無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物として、ヨウ化アンモニウム（和光純
薬工業株式会社製）、塩化アンモニウム（和光純薬工業株式会社製）を使用した。
　各実施例、各比較例について、以下の表１に示す組成で、接着接合体の作成、引張剪断
試験、加熱解体試験を以下の方法で行った。
【００３１】
＜接着接合体の作製＞
　以下の表１に示す各接着剤組成に従い、主剤、無機オニウムイオンとハロゲンイオンと
の化合物、硬化剤の順に十分混合し、接着剤を作製した。被接着体は、幅２５ｍｍ、長さ
１００ｍｍ、厚さ１．６ｍｍの金属板（ＳＵＳ３０４製）を用い、ラップ長は１２．５ｍ
ｍとした。接着面は、紫外線オゾン処理による表面処理を行った。接着面に、作成した接
着剤を塗布して張り合わせ、接着接合部をクリップで止め、２５℃の恒温槽中で２４時間
保持した（プレキュア）。その後、１２０℃の電気炉で１時間保持し、硬化させた（ポス
トキュア）。
【００３２】
＜引張剪断試験＞
　上記方法で得られた接着接合体を２５℃まで冷却後、株式会社島津製作所製オートグラ
フ（型式ＡＧＳ－Ｊ、ロードセル１トン用）を用いて、引張モード、変位速度５ｍｍ/ｍ
ｉｎで試験片が破壊するまでの最大荷重を測定した。最大荷重を接着接合部の面積で除し
て、引張剪断接着強さを算出した。５試験体について測定を行い、その平均値を算出した
。測定結果を以下の表１に示す。
【００３３】
＜加熱解体試験＞
　上記方法で得られた接着接合体を２５℃まで冷却後、剥離試験時の加熱は、電気炉を用
いて実施した。２７０℃の加熱炉に試験片を入れ、３０分間加熱し、加熱により接着接合
部が解体するか確認を行った。解体していなかった場合には、上記と同一の試験条件で引
張剪断強度を得た。結果を以下の表１に示す。
【００３４】
【表１】

【００３５】
　実施例１、実施例２の解体性接着剤は、無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合
物の潮解性がないため、通常の大気雰囲気化で問題なく接着剤の混合、貼り付け作業を行
うことができた。また、無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物と硬化剤との反
応性もなく、発泡等の強度低下につながるような事象も観られなかった。
【００３６】
　実施例１の条件では、１０ＭＰａ以上の引張剪断強度を有するが２７０℃３０分の加熱
により、１ＭＰａ程度まで接着強度を低下させることが分かった。実施例２の条件では、
１０ＭＰａ以上の引張剪断強度を有するが、２７０℃の加熱中に接着強度が消失し、接着
接合部が解体した。しかしながら、無機オニウムイオンとハロゲンイオンとの化合物を含
まない比較例１の接着剤は、１０ＭＰａ以上の接着強度を有するものの、２７０℃３０分
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の加熱後も引張剪断強度の低下が観られなかった。
【産業上の利用可能性】
【００３７】
　本発明の解体性接着剤を使用すれば高強度の接着剤を容易に解体することができる。従
って、本発明の接着剤は、リサイクル、リユース、リワーク用途に有用であり、金属－Ｆ
ＲＰや、金属－ガラスのような異材質の接着に好適に用いることができる。
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